



































地区画整理事業計画決定事件（最判平成20年［2008年］ 9 月10日：民集62巻 8 号
75
東洋法学　第65巻第 1号（2021年 8 月）
2029頁、以下「平成20年最判」）（ 4）や、保育所廃止条例事件（最判平成21年［2009















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































解除処分》とが、“ 間接的かつ黙示的 ” ながら、対比されているようにも読め
る。これは、原告貸座敷営業者との関係において











































































（ 1）　行訴法 3条 2項の、「その他公権力の行使に当たる行為」に関連して、拙稿「事実行
為の処分性に関する一考察」洋法64巻 3号（2021年） 1頁以下等参照。







































































































































































































































































平摂津守宛て書状の内容等）が、岐阜県編『岐阜県史 史料編 近世 8』（岐阜県、1972年）
566頁以下や海津町『海津町史 史料編 第 2』（海津町、1970年）624頁以下に収録されて
117




























































東洋法学　第65巻第 1号（2021年 8 月）
1925年）242頁以下の記述も参照。関連して、本件紛争に関わる中間判決、行政裁判所







































































































































































































































（同 3条 1項 3号、 4号）などの要件がある。さらに、登録を希望する者は、取締当局
である警察官署に自ら出頭し、娼妓となる事由や娼妓稼をする場所など所定事項を書き























































































































































































































































































































































































































































































































著『日本立法資料全集第 5巻 行政事件訴訟法（ 1）』（信山社、1992年）の、「別冊付録」
である「行政事件訴訟特例法改正要綱試案（第一次案）」（昭和31年［1956年］ 9月20日 
法制審議会行政訴訟部会小委員会幹事）参照。とくに同 1頁以下の、「抗告訴訟」の一
種としての、「公共工事等の訴」案や、同 4頁の「抗告訴訟」の一種としての「法令の
取消を求める訴訟」案を参照。
 ―たかぎ　ひでゆき・東洋大学法学部教授―
144
処分性の拡大とその源流〔髙木　英行〕
